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気候変動問題への取り組み 
さらに高まる逼迫度 

NPO法人 日本サステナブル投資フォーラム 

2019年11月14日 

損保ジャパン日本興亜アセットマネジメント 
「ぶなの森」発売20周年記念イベント 
進化するESG投資 -企業・投資家が取り組むべき気候変動課題- 
 

注）２０２０年４月、損保ジャパン日本興亜アセットマネジメント株式会社は 
   ＳＯＭＰＯアセットマネジメント株式会社へ社名を変更しました。 
   資料に掲載している社名はセミナー当時のものです。 



1. 環境リスクは多くの課題と密接に関連している 

2. さまざまなイニシアティブが動き出している 

9 情報開示、 
9 金融市場の安定化、 
9 資本の流れを持続可能な投資に向けさせる 

3. さまざまな報告フレームワークとスタンダード間の調整が進む 

出典：CDR資料より荒井が作成 

環境問題から気候変動の緩和と適応へ 
加速度的に進む取り組み 
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企業のグローバルリスク認識の変遷（2009-2019） 
経済リスクから環境リスクへ 

Copyright @ 2019 JSIF  出典:世界経済フォーラム 第14回 グローバルリスク報告書 2019年版 

ダボス会議を主催する世界経済フォーラムの認識 



2019年のグローバルリスクの展望 
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出典:世界経済フォーラム 第14回 グローバルリスク報告書 2019年版 

影
響 

発生の可能性 



気候変動は多くの課題と密接につながっている 
グローバルリスク相互関連性マップ 

Copyright @ 2019 JSIF  出典:世界経済フォーラム 第14回 グローバルリスク報告書 2019年版 



持続可能な開発目標 (SDGs) 
気候変動はSDGs課題と密接に関連 

出典: 環境省 環境白書平成29年版 

持続可能な開発のための２０３０アジェンダの特徴 
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Climate Action 100+ イニシアティブ 
• 世界の大手投資家が温室効果ガス排出量の多い大企業に気候変動の
対応を働きかけるため2017年に発足 

• 署名機関投資家は370機関以上、運用資産総額は35兆ドル 

• メンバーは株式投資家および債券投資家 

• エンゲージメント対象は現在160社 
 （発足メンバーCeres、PRI、気候変動対策を求める機関投資家団体 
  IGCC、欧州のIIGCC、アジアのIGCCが主導して選定） 

• イニシアティブが掲げる目標は以下の3つ 
①  バリューチェーン全体における二酸化炭素排出量の削減 
②  ガバナンスの改善 
③  気候関連財務情報開示の強化 

出典：Climate Action 100+資料より作成 Copyright @ 2019 JSIF  



C D P 

出典:CDP資料から荒井作成 
Copyright @ 2019 JSIF  

CDPは2000年に英国で設立したNGO
であり、投資家・企業・都市・国家・
地域が環境影響を管理するためのグ
ローバルな情報開示システムを運営し
ています。これまでの15年以上の
CDPの活動によって、これまでにな
かった、グローバルな環境問題につい
てのエンゲージメント（働きかけ）が
行われる仕組みが構築されました。
CDPは人々と地球の両方にとって機能
する豊かな経済を目指しています。 
 



気候変動関連財務情報開示タスクフォース（TCFD） 
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金融システムの安定化を図る国際的組織である金融安定理事会（FSB）によって
2016年に設立2017年6月に以下を目的とした最終提言を公開した。  
• 気候関連のリスクと機会について情報開示を行う企業を支援すること 
• 低炭素社会へのスムーズな移行によって金融市場の安定化を図ること 
• 世界全体では金融機関をはじめとする855の企業・機関がTCFDに賛同を示し、

日本では194の企業・機関が賛同の意を示している（2019年9月26日時点）。 

Copyright @ 2019 JSIF  



欧州におけるサステナブル・ファイナンスの動向 

1
0 

EUアクションプラン 
• 欧州委員会は、2018年1月にサステナブル・ファイナンス（持続可能な金融）についてのハイレベル専

門家グループ（HLEG：High-Level Group on Sustainable Finance）の最終報告を受けて、「サステナブル・
ファイナンスのためのアクションプラン（行動計画）」を発表。 

• 本アクションプランは、以下の3つの目的を持つ。 

1. 持続可能かつインクルーシブな成長を遂げるため、資本の流れを持続可能 
  な投資に向けさせる こと 
2. 気候変動、環境劣化および社会的課題に起因する金融リスクをコントロール 
  すること 
3. 財務および経済活動において、透明性と長期的視野を育むこと 
 

• 技術専門グループ（TEG: Technical Expert Group in Sustainable Finance) 
  4つのサブグループ 

「タクソノミー」 
「グリーンボンド基準」 
「ベンチマーク」 
「気候関連の情報開示に関するガイダンス」 

出典：European Commission Sustainable Finance Copyright @ 2019 JSIF  



欧州アクションプラン 
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欧州委員会は、2018年3月8日に『アクションプラン：持続可能な成長に向けた金融』を公表。目的達成にむけ
た、以下の10項目からなる。 

1. サステナブルな活動に関するEUの分類法を確立する 

2. グリーンな金融商品に関する基準やEUラベルを作成する 

3. サステナブルなプロジェクトに対する投資を促進する 

4. 保険会社および投資会社は、サステナビリティを組み入れた判断に基き顧客に助言を提供する 

5. サステナビリティ・ベンチマークを開発する 

6. レーティングや市場調査において、サステナビリティをより適切に組み入れる 

7. 機関投資家、およびアセット・マネージャーによる持続可能性の考慮や開示要件にかかる義務を明確化
する 

8. 金融機関の健全性基準にサステナビリティを組み入れる 

9. 企業報告の透明性の向上や財務報告基準の再構成：TCFDの勧告とさらに整合させるため、非財務情
報に関するガイドラインを改訂することを検討する 

10. サステナブルなコーポレートガバナンスを促進し、資本市場における短期主義を弱める 

出典：European Commission Sustainable Finance Copyright @ 2019 JSIF  



TCFD CDSB 

1
2 

出典：TCFD資料、SASB資料より作成 Copyright @ 2019 JSIF  

TCFD Implementation Guide 



• 2014年６月にIIRCが招集してスタート 
• 主要な基準作成とフレームワークを開発し、企業の開示に大きな影響を与えている団
体が共同、連携して調整を図る 

• 報告フレームワークとスタンダードの方向性、内容、継続的な開発のコミュニケー
ションを図る 

• 各フレームワークとスタンダードについて説明し、調整することで、対立や不一致、
重複する可能性を避ける 

• 新たに生じる課題について明確にして解決を図る 
• 互いに直接関心のある重要な情報について共有する 
• 共通の関心事について声をあげ、当局などに働きかける 

出典：CDR資料より荒井が作成 

さまざまなフレームワークとスタンダード間の調整が進む
Corporate Reporting Dialogue (CRD) 

Copyright @ 2019 JSIF  


